　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　最低限の事前準備作業

　　　　　 １．拠点区分とサービス区分の一覧表作成

　　　　　２．拠点区分ごとの移行年度期首B・S残高の集計

　　　　　３．同上の科目組み替え（１年基準ルール・科目分解）

　　　　　４．フアイナンスリース取引（既存契約一覧表の作成）
　　　　　　　　　　　⇒所有権移転外リース取引か否かをリース会社への確認
　　　　　５．減価償却費計算（19年３月までの取得物件）⇒残存価額10％計算

　　　　　　　国庫補助金等特別積立金取崩計算　　　　 ⇒残存価額０円計算

　　　　　　　　　両者の不一致金額が重要性大の場合　⇒取崩額の修正必要
　　　　

　　　　　６．移行年度初年度決算時：減損会計適用物件の有無の調査（著しい
　　　　　　　土地の下落）
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
　　　　　　　　　　　　該当事項追加検討作業

　　　　　①　有価証券の評価（金融資産会計基準）
　　　　　②　法人独自の退職金規程（退職給付会計基準）
　　　　　③　その他の引当金（修繕引当金の取崩し）
　　　　　④　４号基本金の取崩し
　　　　　⑤　継続中の設備資金借入金償還補助金

　　　　　⑥　就労支援事業移行時積立金（積立資産）

　　　　　　　　　　　←運用指針別紙１の19（３）アとイの上限額を超える「その他の積立金」の取崩し
　　　　　⑦　その他：運用指針別紙２の各項目
　　　　　2011.09.07　　　　　　　　　　　　　　　　　　本井公認会計士事務所作成
